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1. 　この統計月報は，財政金融及び重要な経済の事象を，統計を基礎として，具体的に解明し部内執務の参考
　と一般の利用に供するものです。
2. 　本誌に掲載した論文等のうち，意見にわたる部分は，それぞれ筆者の個人的見解であることをお断りして
　おきます。
3. 　原則として毎月発行しますが，統計資料等の発表時期及び編集上の都合により，発行が遅れたり，編集計
　画の内容が前後することがあります。
4. 　本号の内容等についてのお問い合わせは，財務省財務総合政策研究所 調査統計部（TEL．03-3581-4111，
　内線5325番）へ，編集上の事項については財務省財務総合政策研究所情報システム部（内線5314番）へ御連
　絡下さい。
5. 　編集上の都合により，本号の発行が予定（平成24年10月30日発行）よりも遅れましたことをお詫びいたし
　ます。
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◉既刊分内容紹介◉
第  1号～ 99号は第100号
第100号～165号は第168号
第166号～199号は第200号
第200号～250号は第252号
第251号～299号は第300号
第300号～350号は第352号
第351号～399号は第400号
第400号～450号は第452号
第451号～499号は第500号
第500号～559号は第560号
第560号～599号は第600号
第600号～649号は第650号
第650号～699号は第700号
各 巻 末 年 譜 参 照

第708号
第709号
第710号
第711号
第712号
第713号
第714号
第715号
第716号
第717号
第718号
第719号

国 内 経 済 特 集
平 成 23 年 度 予 算 特 集
国 際 経 済 特 集
関 税 特 集
租 税 特 集
財 政 投 融 資 特 集
法 人 企 業 統 計 年 報 特 集
国 庫 収 支 特 集
国 際 収 支 特 集
対 内 外 民 間 投 資 特 集
国 有 財 産 特 集
地 域 経 済 特 集

次　号　予　告

第727号　国庫収支特集

平成23年度財政資金対民間収支の実績

――統　　計――
財 政 資 金 対 民 間 収 支

財 政 資 金 収 支 分 析

主 要 会 計 別 収 支

政 府 預 金 残 高

政 府 短 期 証 券 発 行 状 況

資 金 需 給 実 績

　定価：1,270円（税込）

《平成24年度特集内容（予定）》　（特集内容は予告なく変更することがあります）

第720号　 国際経済特集
第721号　 平成24年度予算特集
第722号　 租税特集
第723号　 財政投融資特集
第724号　 関税特集
第725号　 国際収支特集

第726号　 法人企業年報特集
第727号　 国庫収支特集
第728号　 対内外民間投資特集
第729号　 地域経済特集
第730号　 国有財産特集
第731号　 政府関係金融機関特集

当初の発行予定（第723号関税特集，第724号財政投融
資特集）から変更しております。
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